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研究成果の概要（和文）：大阪府では、市場主義と親和性の高い教育改革が進行中である。なかでも、高等学校の入試
のあり方はこの数年で様変わりした。それにより、中学校の進路指導がどのように影響を受けているかを明らかにする
ことが本研究の目的である。
中学校教師や高校教師にインタビューを行った結果、前期入試の拡大や、進路日程の前倒しなどの制度変更には対応し
きれていない現状が明らかになった。また、成績や「入りやすさ」によって、生徒が簡単に進路を決めるケースも増え
ている。それに対し、時間的余裕を失った教師たちは、生徒に「迫る」こともできなくなっているという。
義務教育において、選抜機能が肥大化しすぎる懸念がある。

研究成果の概要（英文）：In Osaka, market-oriented education reform has been in progress. Especially, entra
nce examination of high school has changed dramatically in the last few years. The aim of this studies is 
to consider that how 'career guidance' has been affected by the reform.
Through the interviews with teachers, I found that teachers can't deal with institutional changes. And, th
e case is increasing that students choose the schools to advance by their academic achievement or ease to 
pass.
On the other hand, teachers are losing time to spare, so no longer able to approach persistently to studen
ts. In compulsory education, there will be fear that function of selection is too bloated.
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１．研究開始当初の背景 
 1990 年代の後半から、日本社会のあらゆ
る部分に市場原理が持ち込まれ、それらとは
最も遠いところにあると思われていた教育
の場さえも例外ではなくなり、新自由主義的
なメカニズムのもとに組み込まれることと
なった。それにより、自己責任としての学力
観が蔓延し（佐貫浩（2009）『学力と新自由
主義』大月書店）、日本の義務教育が危機に
さらされているという警鐘が鳴らされてき
た（藤田英典（2006）『教育改革のゆくえ』
岩波書店）。しかしながら、主に教育関係者
から発せられる、今日の新自由主義的な教育
改革に対する警鐘にもかかわらず、いくつか
の地域ではそうした教育改革が今もなお進
められようとしている。 
 そうした中、2011 年 3 月 11 日に発生した
東日本大震災によって、我々のもつ価値観は
変容を迫られた。「絆」に象徴されるように、
地域コミュニティの重要性や、「顔の見える」
コミュニケーションの意義が見直されるよ
うになっている。そうした中で、学校教育に
おいても、地域社会の一員としての子どもの
育成が新たな重要課題となっている。もちろ
ん、以前からその重要性は叫ばれていたので
あるが、より一層の光があたるようになった
感がある。 
また、東日本大震災以前から、「無縁社会」

という言葉に代表されるように、地域コミュ
ニティの凝集性の低下や、人々が有するネッ
トワークの希薄化が問題視されてきた。そう
した意味においても、地域コミュニティの中
心に位置する学校の重要性は、低下するどこ
ろかますます重くなっているように感じら
れる。 
 ところが、研究開始当初、大阪では橋下徹
大阪市長（前・大阪府知事）を代表とした「維
新の会」が掲げる教育改革が進行中であった。
この教育改革は、上意下達を徹底し、学校を
市場原理のもとにさらすことで教育の質を
向上させようとしているところに、特徴があ
るとされている（志水宏吉（2012）『検証 大
阪の教育改革』岩波書店）。そしてまた、い
わゆる「民意」も、その教育改革に賛同して
いる風潮が強い。ただ大阪は、同和教育から
受け継がれた人権教育や地域コミュニティ
といったものが、全国的に見ても非常に重視
されてきた地域でもあり、現場の教員や教育
関係者は、これまで大阪の教育が培ってきた
ものが切り崩されるという危機感を非常に
強めている。現在の大阪は、いわば、市場原
理主義的教育改革とそれに対抗する勢力の
「アリーナ」となっているのである。 
 
２．研究の目的 
上記のような状況のなかで、学校現場では

何が起こりつつあるのか。現場はただ流され
るだけの存在なのだろうか。本研究では、大
阪で進む一連の新自由主義的な教育改革に
対する学校現場の実態を調査することによ

って、２点を明らかにする。 
１）「上」からの改革によって、現場はど
う変わるのか。 

２）教育の場で強まっている新自由主義に
対して、対抗言説を構築しうるのか。 

 
３．研究の方法 
①資料収集およびその分析 
報道発表資料や、新聞記事などから、主に高
校の志願状況などについて把握するように
努めた。 
  
②インタビュー 
大阪府内の中学校教師、高校教師、教育セン
ター関係者、進路保障協議会関係者へのイン
タビューを実施した。 
 
４．研究成果 
はじめに、大阪の高校入試制度（およびそ

れに影響を与える制度）がどのように変わっ
てきたのかを整理しておきたい。 
まず 2007 年度入試から、9つあった学区が

4つの学区へと再編された。次に、2010 年度
入学生からの公立高校授業料無償化にとも
ない、所得基準を設けたうえで一部世帯につ
いて私立高校の授業料無償化が実施された。
その翌年からは私立高校の授業料無償化の
対象となる所得基準が引き上げられた。なお、
その 2011 年度入試には、公立 10 校に「文理
学科」が設置され、前期入試に組み込まれ、
それまで前期入試であった普通科総合選択
制の選抜が後期入試として実施されること
になった。この年、結果的に、私立高校授業
料無償化対象世帯の拡大の影響を受け、普通
科全日制高校の 41 校で定員割れが起こって
いる。 
続く 2012 年度には定員割れを避けるため

定員の削減が行われたが、14 校で定員割れが
起こった。2013 年度入試では前期・後期入試
ともに日程の前倒しが行われるとともに、こ
れまで後期入試のみであった普通科でも前
期入試が行われるようになった。そして、
2014 年度入試からは、学区が撤廃されすべて
の学校への受験が可能となっている。 
特筆すべきは、毎年のように何らかの変更

が加えられている点である。このスピード感
こそが、現場に影響を与える要素の一つであ
る。また、この間、大阪府立学校条例（2012
年度施行）によって、3 年連続定員割れが起
こった高校は再編整備の対象となることが
決まった。これにより、高校側の姿勢も変容
を迫られることとなったが、本研究ではそれ
について詳しく扱えていない。 
こうした動きが学校現場に与えたと思わ

れる影響を、①子ども、②教師の 2点に整理
してみたい。 
 

①子ども 
選択肢が増えたことは言うまでもない。私

立高校進学へのハードルは以前に比べて下



がり、また選べる高校が増え、さらに受験の
機会も増えた。全体の動向を見てみると、私
立高校の受験者や進学者は増加したが、2 度
にわたる学区の再編は生徒の流れに大きな
影響を与えたとは言い難い。多少の変動はあ
ったものの、各校の倍率に大きく影響を与え
たとは言えない結果であった。中学教員によ
れば、文理学科の設置も生徒に大きな影響を
与えているようには見えないという。学力上
位層に受験のチャンスが一度増えただけに
過ぎないということである。 
私立高校授業料無償化とともに生徒に影

響を与えたのは、普通科高校の前期入試の実
施である。前期の定員が 1 校 80 名と少ない
こととあわせて、「とりあえず受けてみる」
という受験生が増えており、それが高倍率を
生み出している。それにより、多数の「不合
格者」が出ることは避けられない。生徒によ
っては、「不合格」という体験によって傷つ
き、後期入試まで学習に身が入らなかったり、
合格した生徒のあいだに微妙な溝ができて
しまったりすることもあるという。 
こうしたなかで、生徒が「受かるかどうか」

という基準で学校を選んでしまっている状
況や、早く進路を決めてしまいたい学力中位
層が私学への進学を決めるという状況も生
じており、生徒が「進路と向き合う」ことが
難しくなってきている。いわば、学業成績が
一元的な物差しとして、さらに力を持ち始め
ているのである。 
 
②教師 
 そうした生徒に向きあううえで、教師はど
う対応しようとしているのか。何よりもまず、
制度の変更に対応しなければならない（制度
の「内面化」）。そのなかで困難になっている
のは、生徒にロールモデルを示すことである。
従来であれば「○○高校に進学した先輩は
～」という話を生徒にすることができていた
が、状況が変わりすぎてそれもままならなく
なってきているという。 
 そんななかで、これまで以上に進路や生き
方について考える機会を増やしている学校
もある。制度が変わってもブレない進路選択
ができるような生徒を育てたいと願うので
ある。 
しかしながら、上記で述べた生徒の変化に

対して、今のところ成す術がないまま終わっ
てしまうこともあるという。これまでは生徒
に「迫る」ことができていたが、その時間的
余裕も心理的余裕もなくなりつつあるとい
うわけだ。この「迫る」というのは、教師が
生徒と正面から向き合い、より深い次元で物
事を考えるように促すこと、と筆者は捉える。 
 さらに、前期入試と後期入試の間隔が短い
ために、前期入試の不合格者に対するケアも
不十分になりがちである。そしてこれらは、
入試回数が増えることによる教師の事務処
理の増加によっても大きな影響を受けてい
る。 

 
・「足場」の切り崩し 
 学校現場は制度変更に対して必死に対応
しようとしてはいるが、これまでの進路指導
は切り崩されつつあると言えるかもしれな
い。しかしながら、それは 100%正解であると
は言い切れない。制度変更の影響を促進して
しまうような状況がすでに存在していたか
らである。その 1つ目は、「少子化」である。
少子化によってそもそも高校に入りやすく
なっていたという状況は無視できない。 
 2 つ目は若年教師の増加である。都市部で
は、いびつな世代構成になり、世代交代が円
滑に進まないことはたびたび問題視されて
きた。大阪の中学校でも例にもれず若返りが
進んでいる。中学 3年生の担任のうちおよそ
3 分の 1 が、初めて 3 年生を担任するという
事態が起こっており、市によっては 6割にも
上るという。そんななかで、これまで大阪の
人権教育で大事にされてきた「生き方そのも
のを考えるような進路指導」が過去のものに
なりつつあり、「受かる高校を探す」ことに
終始しているという声も上がっている。 
 3 つ目は公立学校への不信である。教職員
の度重なる不祥事や、「大阪の低学力」言説
により、保護者の不信感にさらされている学
校も少なくない。そうした状況と、教員の多
忙化、若年教員の増加といった状況が合わさ
り、教師と保護者の関係がかつてのようなも
のではなくなってきている。 
 上記のような状況が、制度改革に対応する
ための確固たる足場を築くことを妨げてい
たと言えるだろう。 
 問題は、これらのひずみが「最も選択肢の
少ない生徒」に集中する可能性があるという
ことである。「最も選択肢の少ない生徒」と
は、経済的に厳しく、かつ低学力の生徒であ
る。そもそも選択肢が限られ「強いられた選
択」が行われるだけでなく、かつては教師が
丁寧に時間をかけてそうした生徒に関わり
にくくなっている現状がある。教師たちは、
こうした状況に危機感を覚えているが、それ
がすべての教師に共有されているかどうか
は極めて怪しい。 
 
・対抗言説の構築は可能か 
 新自由主義の原理が高校入試制度に入り
込み、学校現場を切り崩している様子が明ら
かになったが、学校現場としてどのように対
応することが可能なのか。 
一連の制度改革に対する対抗言説を構築

するために、2つの道が想定される。1つは、
「公平性の原理」を前面に出し、制度変更に
よって誰が不利益を被っているのかを可視
化する道。もう 1 つは、「人生を学ぶ場とし
て学校を位置づけなおす」もしくは、「将来
について考える重要な期間として中学校を
位置づけなおす」道である。これらの両方を
探ることで、過度に競争を強いる高校入試へ
の抵抗の足場を築くことができると思われ



る。 
今後、絶対評価の導入、大阪府統一テスト

の実施など、さらに改革が進んでいく。制度
の内面化に追われるだけでなく、考える教師
集団をいかにつくり維持できるか。そのため
には、従来からの課題である教師の世代間ギ
ャップも解消されねばならないだろう。 
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